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概 要

本研究では，近年渇水被害の相次ぐタイ王国のヨム川流域における統合的水資源管理へ向け，複

数の視点から時空間的な渇水リスクの評価を行った。分布型流域モデル Hydrological Simulation

Program-FORTRAN (HSPF) を用いて流量と実蒸発散量を計算し，小流域ごとに水需給バランス

(社会経済的渇水) と渇水リスク (水文的渇水) を求めた。その結果，水需給バランスが不安定な

地域は流域東側に，渇水リスクの高い地域は流域下流部東側に集中していることを確認し，異なる

種類のリスク分布を把握し，統合的水資源管理へ向けた効果的なシナリオの検討における有用な知

見を得た。
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1．は じ め に

現在，世界では渇水・水不足に脅かされている国や

地域が存在する。そのような地域では，今後の経済発

展や人口の増加等によってさらに必要とされる水需要

量を賄うことは困難であることや，水資源の偏在化が

進行することが予測されている。急激な人口増加など

に伴う水需要増加により，利用可能な水資源量の限界

に達してしまった国や地域，水資源が偏在化した地域

では深刻な水資源問題を抱えることとなる。このよう

な地域での水不足は，日本で議論されるダムの操作な

どで対処可能な社会経済的な水不足とは本質的に異

なっている1)。特に東南アジア地域では，人口増加や

工業発展，灌漑農業などの拡大に伴って水需要が増加

し，さらに深刻な水不足が広範の地域にわたって起こ

ることが懸念されている2)。そこで統合的水資源管

理3)のように，これらの水不足問題を抱える地域に対

して経済的・社会的な福祉の最大化を図りながら，生

態系の持続可能性を確保する開発および管理を促進し

適切な施策を講じることが重要になる。

タイ王国はモンスーンにより雨季と乾季が存在する

地域であり，毎年のように洪水や渇水に見舞われてい

る。国内を縦断するチャオプラヤ川では 2011 年に大

洪水が発生し，多くの工業地帯が被害を受けた一方4)，

2019 年には 1979 年以来，過去最悪の渇水に見舞われ

工業地域における渇水被害の他に，食品製造業では果

物，野菜などの不足による原材料費の高騰も懸念され

ていた5)。そのため流域特性や水文特性に着目した効

率的な水資源管理を行い，水の恵みを適切に受けられ

る環境をつくることが望まれている。チャオプラヤ川

流域を構成する主要河川の 1 つであるヨム川流域は，

農業が盛んである一方で貯留施設等による水資源管理

に頼っていない。さらに同じく農業が盛んな他支流と

比較して干ばつが頻発しており，統合的水資源管理の

必要性が述べられている6)。そのため，ヨム川流域の

ようにダム等の貯留施設を含まない東南アジア地域の

農地利用の多い流域における，水管理のロールモデル

の構築が求められる。また，現在ヨム川流域を対象と

した洪水に着目した災害リスク評価は行われている

が7)，渇水や水資源管理に着目した取り組みは少ない。

渇水については米国の National Drought Mitigation

Center8)でも記載されているように，世界的に 4 種の

渇水要因 (Meteorological，Agricultural，Hydrologi-

cal，および Socioeconomic) について長年議論され

様々な指標が開発されているが，これらは別々に研究，

評価されることが多い。しかし，例えば“Hydrolo-

gical”には渇水ではない (流域内の流量や水位は十

分である) が，“Socioeconomic”には渇水である (必

要な水需要量を満たせない，水不足)，といった事象

が生じる地域があり，このような事象は流域内の自然

環境的要因だけではなく，人間活動 (生活的要因) も

原因となって引き起こされる。そのため，複数の視点

から渇水を統合的に評価して，今後の効率的な水資源

管理を行うことが期待されている。
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そこで本研究ではタイ王国・ヨム川流域を対象地と

し，合理的な統合的水資源管理へ向けた時空間的な渇

水・水不足リスクの評価を行うために，流域内の小流

域ごとにおける地形特性や水文特性を考慮することが

可能な分布型流域モデルを構築する。そして，水需要

の定量を基に社会経済的渇水を，河川流量を基に水文

的渇水を把握する。この両面からリスクの評価を行い，

それぞれの渇水に影響する流域内特性を明らかにする。

また，本論では複数の視点で渇水を評価することによ

り，将来的に求められる統合評価への知見を得ること

を目的とする。

2．研究対象流域および研究方法

2. 1 研究対象流域

タイ王国は東南アジアの中心に位置し，熱帯性モン

スーン気候の影響を受ける。気候は 5月中旬から 9月

までは南西季節風により雨季となり，11 月から 4 月

までは北西季節風により乾季となる。本研究の対象河

川であるヨム川は国内南北を縦断するチャオプラヤ川

の主要な支川の 1つであり，国内北部の山間部に流域

が広がる (Fig. 1)。Table 1にヨム川流域の基本情報

を記す。ヨム川流域土地利用の 46% を占めている森

林のほとんどは上流部に，51% を占める農地のほと

んどは下流部に分布をしており，流域内にはダム等の

貯留施設が建造されていない。そのため 2019 年にヨ

ム川流域内で干ばつが生じた際，ヨム川内の水位が急

速に低下して干上がったことにより，人々が河川を歩

いて渡りきることができる状態となった。加えて地下

水位も下がったことで，農家が所有するウォーターポ

ンプでは水を吸い上げられずさらに井戸を深く掘り沈

める必要があった。また，水の供給が不足している地

域に対しては配水用車両で地区と地域レベルで対応を

行った9)。

チャオプラヤ川流域 (ヨム川流域外) に存在する大

規模ダムは発電や灌漑，洪水調節に用いられているが，

それらの目的において渇水を考慮した管理が明確にな

されていない10)。そのため，ヨム川流域外からの越境

給水を見込むことは困難である。またヨム川流域では，

渇水と水不足による農作物への影響が危険視され，土

地利用変化を考慮した時空間的な水資源分布やリスク

評価を行った上での統合的な水資源管理が必要とされ

ている11)。そのため，河川貯留量を定量化し河川干ば

つ度を求め，乾季に使用する水を雨季中に貯蔵するこ

とを想定したシナリオ解析や11)，1990 年以降の都市

部増加など，土地利用変化による水文学的影響も考慮

した研究が進められている12)。

2. 2 分布型流域モデルの構築

本研究では，アメリカ合衆国環境保護庁 (US.

EPA) が開発した Hydrological Simulation Program-

FORTRAN (HSPF)13,14) をヨム川流域へ適用し，分
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Fig. 1 Location and land use of the Yom River Basin, Thailand.

Table 1 Information of the Yom River Basin
and its mainstream.

河 川 長 (km) 735

最大標高 (m) 300

流域面積 (km2) 25,180

流域人口 (人) 2,289,595

土地利用割合 (%)

森 林 46

農 地 51

草 地 2

水 域 1



布型流域モデルの構築を行った。HSPF は時系列の気

象や土地利用状況に関するパラメータに基づき，流域

における水文と様々な物質動態を再現可能であり，モ

デル内では対象流域を透水性の陸域「PERLND (Per-

vious Land Segment)」，不浸透性の陸域「IMPLND

(Impervious Land Segment)」および完全混合状態を

仮定した水域「RCHRES (Reach and Reservoir)」に

大別している。各セグメントにおいて流出や浸透，蒸

発等に関わるパラメータを設定し，外部データを入力

することで水量や水質計算を行っている15-17)。

Table 2に，モデル構築の際に用いたヨム川の流域

環境情報およびその出典を示す。ヨム川流域における

流域特性や水文特性を考慮したモデル構築を行うため，

気象時系列データ (降水量や可能蒸発散量等)と空間

情報データ (流域，河川，土地利用等) を入力した。

土地利用は森林，農地，草地，および水域の 4種類に

分類した上で，流域を 77 小流域に分割して土地利用

ごとにパラメータを設定した。なおヨム川流域内には

土地利用データ上，都市部が存在しないため不浸透性

陸域 (IMPLND) は設定していない。また，モデル

内では取水や放出等の人為的な水の流れは反映されて

いない。本研究では，後述の水需給バランスと渇水リ

スクの評価に用いる日流量と日実蒸発散量を，2000

年 1 月 1 日から 2014 年 7 月 31 日を対象期間として

HSPFモデルを用いて計算した。

また，本研究ではモデル再現性の確認のため決定係

数 (R2値) と Nash-Sutcliffe 係数 (NSE，式(1)) を

求めた18)。NSE とは測定されたデータ分散と残差分

散との分散比に基づく指標であり，1.0 に近いほど再

現性が高いとされている。

NSE=1−




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2






Y
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式(1) においてY
は i日目の実測値，Y

は i日

目のモデル値，Y
は実測値の平均値，そして nは

合計計算日数 (対象期間) を表す。

本研究では，王立灌漑局 (RID) より入手可能であ

り，かつヨム川本川上に位置する上流の Y. 20 地点

(Fig. 1，北緯 18.59624，東経 100.1498) に おける

2013 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月 31 日の河川流量

データと，同地点・同期間における河川流量のモデル

計算値を比較した。

2. 3 水需給バランスの評価

本研究における水需給バランス (社会経済的渇水)

の評価では，水利用量と水賦存量の空間分布に着目す

る水ストレス (水需給がひっ迫している程度を表す指

標) を用いた。国土交通省19)によると，2050 年には

人口や灌漑用水の増加により深刻な水不足に見舞われ

る世界人口は 39 億人に達すると推計されている。そ

して，この報告では人口 1人当たりの最大利用可能水

資源量が示されており，都市など限定的な空間に人が

集中すると地域的な水ストレスが高まると予測されて

いる。そのため，水ストレスは国ごとではなく流域や

都市ごとに算出することで，その地域特有の問題を発

見し，水資源に対して脆弱な地域におけるより効率的

な水資源対策を講じるべきとされている20)。また林ら

(2014)21) によれば，アラビア半島や北アフリカ，中

国北東部や南アジア，北アメリカ南西部等では水スト

レスが高いと評価されている。上述の地域には農地面

積が多く作物の輸出を行う地域や，港湾整備・開発を

行う地域，人口が集中しており商業が盛んな地域等，

水不足が発生した際に世界的に経済影響を受けるリス

クの高い地域が含まれている。そのため水需給バラン

スの変化とその要因を明らかにすることは，特に水ス

トレスが高い地域の今後の水利用や管理，ひいては持

続的発展のために重要になるとされており，水ストレ

スを水需給バランスの評価指標として設定することの

有用性を示している21)。

本研究では 2010 年におけるヨム川流域の水スト

レスを下記の式(2)〜(4) に基づいて小流域ごとに算

出した。式(2)では農業用水量，生活用水量，およ

び工業用水量をもとにヨム川小流域内の水利用量を

設定した。これらの原単位 (m3/人/年) は M. Black

(2016)22) の国別 Water Use を参照し，農業用水は

784 (m3/人/年)，生活用水は 42 (m3/人/年)，そし

て工業用水は 41 (m3/人/年)とした。なお本研究で使

用した用水別水利用量の最小単位は国別であるため，

小流域ごとの原単位は同一のものを設定した。これ

らの仮定の結果，1 人当たりの対象流域における年

間水利用量は 867 (m3/人/年) となる。この値と

LandScanTM 23)より入手可能な全世界の小流域人口を

ArcGIS 上で対象小流域ごとに掛け合わせて水利用量

の空間分布を計算した。また，式(3) では降水量と実

蒸発散量のモデル計算値によって小流域ごとの水賦存

量を求めた。そして，式(4) によって各小流域におけ

る水ストレス (Wi) を算出し，0.4 以上は高いストレ

ス状態，0.2 から 0.4 は中程度のストレス状態，0.2 未
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Table 2 Datasets used in this research.

データ名 出 典 期間 (年)

標 高 SRTM-1 2000

土地利用 Globcover 2009

気 温 Climate Forecast System Reanalysis (CFSR) 2000-2014

日 流 量 Royal Irrigation Department (RID) 2000-2014

流域人口 LandScan 2016

用水別
水利用量

The Atlas of Water : Mapping theWorldʼs
Most Critical Resource

2016



満は低いストレス状態と設定した24)。

Ui=A+L+I×Pi ( 2 )

Ri=ri−Ei×Si×103 ( 3 )

Wi=Ui/Ri ( 4 )

式(2) で，Uiは水利用量(m3/year)，A は農業用水

量(m3/人/ year)，L は生活用水量(m3/人/year)，I

は工業用水量(m3/人/year)，そして Piは小流域人口

(人)を示している。また式(3) において Riは水賦存

量(m3/year)，riは降水量(mm/year)，Eiは実蒸発散

量(mm/year)，そして Siは小流域面積(km2) である。

2. 4 渇水リスクの評価

本研究における水文的渇水リスクの評価指標には，

一度渇水に陥った際の平均継続期間を意味する渇水平

均継続期間 (日/回) を用いた。渇水リスクの評価に

は，渇水の「長さ」，「大きさ」，および「厳しさ」を

評価することが重要であり，渇水の継続性や立ち直り

の早さを表す指標を用いることでこれらを統合的に評

価することが可能である25)。渇水の「大きさ」に関し

ては，灌漑可能な水田面積を求めることで評価する26)。

渇水の「厳しさ」に関しては，渇水期間における水ス

トレスを算出することで評価する手法が考えられてい

る。しかし，長期的な渇水リスク (農業被害や生態系

への影響) に関連する「長さ」については，定量評価

の事例が少ない。そのため本研究では渇水の「長さ」

に着目し，渇水平均継続期間 (日/回) の指標を用い

ることで，タイ王国を含む東南アジア地域でみられる

雨季や乾季による季節的な水資源量の変動に対応しな

がら，渇水の発生のみならず継続期間の把握から脆弱

性の季節的な特徴を評価する。

渇水平均継続期間は，渇水基準値を下回る渇水イベ

ント中の日数を合計した渇水合計日数 (日) と，渇水

イベントの回数を合計した渇水発生回数 (回) を用い

て式(5) より算出した。2. 2 で構築した HSPF モデル

による流量の計算値をもとに 2000 年 1 月 1 日から

2014 年 7 月 31 日を解析対象期間として渇水平均継続

期間を求めた。モデル計算流量の流況曲線をもとに，

低水流量Q70，渇水流量Q90および Q95の 3 種類の渇水

基準値27,28)を設定し，それぞれの基準値で対象期間に

おける渇水イベントを抽出することで渇水リスクの高

い小流域を明らかとした。なお Q70を設定した場合が

最も厳しい渇水基準値となる。渇水基準値は各小流域

で流況曲線を作成した後，Q70は 256 日目，Q90は 329

日目，Q95は 347 日目にあたる流量を抽出して設定を

行った。

D=
d

n
( 5 )

式(5)において，D は渇水平均継続期間 (日/回)，

d は渇水合計日数 (日)，そして n は渇水発生回数

(回) を示す。

3．研 究 結 果

3. 1 分布型流域モデルによる河川流量の再現性

Fig. 2にヨム川上流Y. 20 地点における 2013 年 4 月

1 日から 2014 年 3 月 31 日の河川流量データと，同地

点・同期間における河川流量のモデル計算値の比較結

果を示す。実測値とモデル計算値の総流量の差は約 3

% であり，決定係数 (R2値) が 0.63，Nash-Sutcliffe

タイ王国・ヨム川流域における統合的水資源管理へ向けた水需給バランスと渇水リスクの評価124

Fig. 2 Simulation results of daily flow rate at Y. 20 observation point (N18.59624, E100.1498)
in the Yom River Basin from April 1, 2013 to March 31, 2014.



係数 (NSE) は 0.63 となったことから，推定された

河川流量は一定の再現性を示す結果が得られた。また，

実蒸発散量のモデル計算値についても文献値29)との比

較により，土地利用ごとの蒸発散量に関して良好な再

現性が得られている。そのため，この推定結果を利用

して本研究では水需給バランスや渇水リスク評価を行

うこととした。なお本研究では用いた評価指標が年間

の水需給バランス (水ストレス) と低水〜渇水 (渇水

平均継続期間) を対象とするため，地下層における水

の消失，上層土壌の貯留量や中間流に関連するパラ

メータを調整することで，年間水収支の誤差を減らし

決定係数とNash-Sutcliffe 係数が良好な値をとるよう

モデル校正を行った。そのため出水時の表面流出と

いった短期的な事象の再現が不十分となる部分もあり，

今後は評価対象に合わせて再現性を高める必要がある。

3. 2 水ストレスの評価結果

Fig. 3にヨム川流域の 2010 年における小流域ごと

に計算された (a) 水賦存量，(b) 水利用量，および

(c) 水ストレス分布を示す。Fig. 3(a) より，流域上

流部での水賦存量が低い値を示している。水賦存量と

小流域面積の間には強い正の相関 (相関係数が 0.74)

がみられ，小流域面積の小ささが一つの要因となり水

賦存量が少なくなっていると考えられる。式(3) より，

他に水賦存量に影響を及ぼすものとして実蒸発散量や

降水量が挙げられ，水賦存量と実蒸発散量の相関係数

は 0.24 と弱い正の相関，水賦存量と降水量の相関係

数は 0.51 と正の相関を示した。したがって，水賦存

量における影響因子としては最も大きいものから小流

域面積，降水量，そして実蒸発散量であることが明ら

かとなった。Fig. 3(b) からは，流域上流部での水利

用量が低い値を示していることがわかる。また，水利

用量と農地，水利用量と森林との相関関係を確認する

と，弱い正の相関と弱い負の相関を示した。これは流

域上流部の土地利用の多くは森林であり，流域下流部

に多く存在する農地と比較して水利用量が少ないこと

が要因である可能性がある。Fig. 3(c) より，高い水

ストレス (0.4 以上) を示す地域はヨム川流域に 3 小

流域存在しており (上流に 2 か所，下流に 1 か所)，

これらは流域東側に集中している。また，0.2 から 0.4

の中程度のストレスを示した小流域は上流に 2 か所，

中流に 4か所存在する。Table 3に水ストレスと小流

域ごとの面積，人口，および小流域内の土地利用割合

との相関係数を示す。水ストレスは小流域人口と正の

相関，小流域内土地利用割合の中でも農地とは弱い正

の相関がみられた。これは水賦存量と水利用量，どち

らとも農地が弱い正の相関を示しているためだと考え

られる。また，Fig. 3(c) において水ストレスが 0.4

以上の小流域の人口は 9万人以上の地域であり，水利

用量とも関係する流域人口が水ストレスに大きく影響

している要素であることが明らかである。また土地利

用に着目すると，中程度以上 (0.2 以上) の水ストレ
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Fig. 3 Calculation results of (a) potential water resource, (b) water use, and (c) water stress in the Yom River Basin (2010).

Table 3 Correlation coefficient between water stress
and subbasin characteristics (area, population,
and land-use ratio) of the Yom River Basin.

水ストレスとの相関係数

小流域面積 0.00

小流域人口 0.69

小流域内の土地利用割合

農 地 割 合 0.25

森 林 割 合 −0.20

牧草地割合 −0.09

水 域 割 合 −0.28



スを示した小流域は農地の割合が多い。これは，タイ

王国において農業用水が水の総利用量の 90% 程であ

ることが原因と考えられる。

以上の結果より，水ストレスを計算することにより

流域内の地域的・空間的な水需給バランス (社会経済

的渇水リスク) を明らかにした。同時に水ストレスと

小流域面積，小流域人口，および小流域内の土地利用

割合との相関関係より，ヨム川流域の水ストレスは水

利用量計算に用いている小流域人口と農地利用割合の

要因が大きい。そのため，水需給バランスを考えるう

えで水利用量の算出においては小流域ごとの人口当た

りの原単位の設定や，将来的な人口分布などをより考

慮することが必要である。さらに，農業用水が大半を

占める本流域においては，人口だけではなく農地面積

を踏まえた農業用水量の算定も求められる。水利用量

が農地面積と比例していると仮定すると，農地が集中

している流域下流部の水ストレス分布が変化する可能

性がある。しかし，本研究のように利用可能性が高い

全球人口データを用いた水ストレスの算出方法は，タ

イ王国の他にも流域情報が少ない地域で適用できる。

そのため，水資源管理が実施されていないデータ僅少

地域において水ストレスを算出し社会経済的渇水リス

クを明らかにすることによって，行政や住民に対し水

資源の現状を的確かつ理解しやすい形で共有し，水資

源管理の重要性の認知を促すことが可能である。

3. 3 渇水平均継続期間を用いた水文的渇水リスクの

評価結果

Fig. 4に 2000 年 1 月 1 日から 2014 年 7 月 31 日の

ヨム川流域における渇水基準値 Q70，Q90および Q95に

対する渇水平均継続期間の計算結果を示す。また，

Fig. 5 には渇水基準値 (a) Q70，(b) Q90および (c)

Q95に対して小流域ごとに求めた渇水平均継続期間の

空間分布を示す。渇水基準を Q70に設定した場合，渇

水平均継続期間が 47 から 59 日の長いものが多く，30

日未満を示した小流域はわずか 1割だけであった。比

較的長い継続期間の地域は流域東部に集中する結果と

なった。次に渇水基準を Q90にすると渇水平均継続期

間が 50 日以上を示した小流域数は 6であった。また，

2000 年から 2014 年における渇水平均継続期間が 30

から 39 日である小流域は 28，40 から 49 日である小

流域は 29 であった。どちらの期間も 30 小流域程度発

生しているため，1年に平均 2 回は 1 か月以上の渇水

に見舞われるリスクがある。実際にチャオプラヤ川

流域内において 2016 年に発生した干ばつでは，4 つ

の主要な灌漑用ダム (Bhumibol ダム，Sirikit ダム，

Kwae Noi ダムおよび Pasak Jolasid ダム) の貯水量を

一定以上に保つ為の放水制限が継続的に実施され，政

府は農家に対して水の使用制限と稲作以外の穀物の栽

培を行うように要請した記録が存在する30)。

さらに渇水基準を Q95にすると Q90の結果と近い渇

水発生頻度となった。これはモデル流量が乾季に 0を

示し，0 が多く示された小流域において渇水基準値

Q95と Q90の値に差が生じなかったことが起因してい

る。基準値が Q70の場合の渇水平均継続期間と比較し

て，Q95の場合には渇水平均継続期間が 50 日以上を示

した小流域は 40 か所以上減少し，渇水基準の厳しさ

が影響している。基準値が Q70から Q95と，渇水基準

の厳しさが低水流量から渇水流量に下がると渇水平均

継続期間が 50 日以上の分布が変化し，それらはヨム

川流域下流部東側に集中することが明らかとなった。

Table 4に渇水平均継続期間と小流域ごとの面積，

タイ王国・ヨム川流域における統合的水資源管理へ向けた水需給バランスと渇水リスクの評価126

Fig. 4 Box plot of the average drought duration in the Yom River Basin from January 1,
2000 to July 31, 2014.



人口および小流域内の土地利用割合との相関係数を示

す。渇水基準値が Q70の場合には小流域面積と小流域

人口，そして小流域内の水域割合が渇水平均継続期間

と弱い正の相関を示した。これより小流域人口が多い

場合は取水量が増え，河川流量が減少すると考えられ

る。そのため今回の水文モデルでは取水の考慮はなさ

れていないが，取水による河川流量への影響は今後調

査する必要がある。またタイ王国内の農地面積が国土

の約 40% に相当する中で，灌漑システムが整備され

ている地域は農地の約 20% と低い現状であるため31)，

多くの農業地域で低水あるいは渇水流量による直接的

な利水影響が懸念される。渇水基準値が Q90の場合に

も Q70の場合と同様に，小流域ごとの面積と人口，お

よび小流域内の水域割合が渇水平均継続期間と弱い正

の相関を示した。Fig. 5で示された高い渇水リスクの

地域は流域面積が大きく，乾季には干上がり (流量が

0 となる)，雨季のみに発生する河川である可能性が

あり，年間を通しての渇水リスク評価では極端に高い

値を示したと考えられる。渇水基準値が Q95の場合に

渇水平均継続期間と弱い相関を示した項目は小流域人

口のみであった。小流域人口が少なく，渇水平均継続

期間が短い小流域と隣接する小流域は渇水平均継続期

間が長い傾向があるため，水資源を共有するシステム

や貯留システムの整備や導入を検討するきっかけにな

りうる。システム検討の際には，小流域内で行われて

いる産業や農業，生活環境の考慮が必要であるが，本

研究で構築した分布型流域モデルは流域の再現を行う

のと同時に土地利用・用水利用量割合の変化等を組み

込んだシナリオ計算を行うことが可能であり，より効

果的な施策の検討を可能にする。

本研究では，3. 2 で求めた水ストレス・社会経済的

渇水リスクの高い地域と，渇水平均継続期間の長い・

水文学的渇水リスクの高い地域を明確にした。複数の

視点で渇水を評価することにより，今後の効率的な水

資源管理に向けて必要とされる渇水の統合評価におい

て有益な知見を得た。今後は社会経済的・水文的渇水

の両視点における高リスクな地域を明らかにし，シナ

リオ解析や統合的な水資源管理の検討を行う。

4．結 論

本研究では，タイ王国のヨム川流域において分布型

流域モデルを構築し，水需給バランスと渇水リスクの

評価を行った。その結果を以下に記す。

① HSPF モデルをヨム川流域に適用し，分布型流域

モデルの構築を行った。モデル構築に必要な時系

列データや空間情報データを入力しキャリブレー

ションを行うことで，水収支に関して再現性の高

いモデル構築を図った。これにより，対象流域に

おける流域特性や水文特性を考慮した河川流量や

実蒸発散量のシミュレーションが可能となった。
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Fig. 5 Calculation results of the average drought duration for (a) Q70 threshold, (b) Q90 threshold, and (c) Q95 threshold
in the Yom River Basin from January 1, 2000 to July 31, 2014.

Table 4 Correlation coefficient between the average drought
duration (Q70, Q90, and Q95) and subbasin characteristics
(area, population, and land-use ratio) of the Yom River
Basin.

Q70との
相関係数

Q90との
相関係数

Q95との
相関係数

小流域面積 0.30 0.20 0.17

小流域人口 0.25 0.31 0.37

小流域内の土地利用割合

小流域内農地割合 0.03 0.10 0.16

小流域内森林割合 −0.06 −0.06 −0.08

小流域内牧草地割合 0.00 0.00 −0.13

小流域内水域割合 0.45 0.33 0.14



② 2010 年におけるヨム川流域内の水ストレスは，

流域東側 3小流域が高い値を示した。上流から下

流にかけて人口分布や土地利用に変化があり，そ

れぞれが水需給に影響を及ぼすことが明らかと

なった。特に農地が多い小流域では水ストレスが

高くなる傾向にあるため，水需給バランス (社会

経済的渇水) の議論には農地面積も考慮する必要

がある。水資源管理が不十分な地域に対し水スト

レス指標を用いることで，容易に社会経済的渇水

リスクや水資源管理の重要性を認知できる。

③ 2000 年 1 月 1 日から 2014 年 7 月 31 日における

ヨム川流域における渇水リスクを，渇水平均継続

期間をもとに評価した結果，渇水基準値を閾値

Q95に設定した場合，ヨム川流域下流部東側に渇

水リスクの高い地域が集中することが明らかと

なった。また，渇水平均継続期間と小流域面積，

小流域人口そして小流域内の土地利用ごとの相関

関係より，3 種類の渇水基準を設けたがいずれも

小流域人口に影響されることが明らかとなった。

渇水平均継続期間を用いることにより，渇水の

「長さ」に着目した水文的渇水のリスク評価とそ

の時空間的な分布を把握した。

研究対象地は雨季・乾季の季節がある流域のため，

実際の水資源管理施策を検討する際には水資源の季節

変動を考慮することが求められる。また，水文的渇水

リスクは人口との関係がみられたことから，取水によ

る河川流量の変化を考慮したモデル構築や，将来的な

渇水リスクを把握するために計算期間を将来へ拡張す

ることは重要な課題である。同時に，渇水リスクごと

に関係のある要素を考慮したシナリオ構築と分布型流

域モデルを活用したシナリオシミュレーションを行う

ことで，効率的な水資源管理計画の検討を行うことが

可能となる。
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Abstract

This research aims to evaluate spatiotemporal drought risk from multiple perspectives for

Integrated Water Resource Management (IWRM) in the Yom River Basin, Thailand. Flow rate and

actual evapotranspiration were simulated using a distributed hydrologic model, Hydrological

Simulation Program-FORTRAN (HSPF), to estimate water stress and average drought duration

for each sub-basin. Water stress is related to the socioeconomic drought risk, while the average

drought duration is set as an indicator to assess the hydrological drought risk. The results showed

that areas with high water stress located on the east side of the basin. It was also revealed that areas

of high drought risk located on the east side of the lower basin. To identify the distribution of multiple

drought risks with different drought factors is a useful insight in considering effective scenarios for

IWRM.

Key words : IWRM, HSPF, Yom River Basin, water stress, drought risk
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